
企業で脱炭素に取り組むには

1

2024年2月5日

ひおき地域エネルギー株式会社



内容

2

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況

２．なぜ企業で脱炭素に取り組むのか

３．自社で脱炭素に取り組むには

４．企業における省エネの取り組み

５．参考情報



3

脱炭素ロードマップ
⇒脱炭素先行地域を全国で少なくとも100か所

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況
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2022年12月22日 「GX実現に向けた基本方針」

GXとは・・・グリーントランスフォーメーション（Green Transformation）
これまでの化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をCO2を排
出しないクリーンエネルギー中心に転換すること

■ポイント１ エネルギーの安定供給確保を大前提として、GXに向け
た脱炭素に取り組む
（１）省エネの徹底、製造業の構造を転換 （２）再エネの主力電源化
（３）原発の活用

■ポイント２ 「成長志向型カーボンプライシング構想」の実現・実行
⇒今後10年間に150兆円超の官民GX投資を実現する

（１）GX経済移行債の発行、（２）カーボンプライシングの導入によるGX投資
先行インセンティブ、（３）新たな金融手法の活用

カーボンプライシング・・・炭素に価格をつけて炭素の排出者の行動を
変容させる政策手法

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況
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今後10年間に20兆円の政府支援、150兆円超の官民GX投資

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況

出典：GX実現に向けた基本方針（案）について 令和5年2月2日 経済産業省
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2023年5月12日 ＧＸ推進法の可決
炭素に対する賦課金の導入が盛り込まれる⇒自分たちの負担に

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況

出典：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210004/20230210004.html
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その他にも具体的に様々な取組が進められている

１．脱炭素に関する政府の施策検討状況
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●企業の社会的責任
脱炭素の取組は自社のみならず、バリューチェーン全体へ
⇒脱炭素化は「できればやったほうがいい」から

「社会的に求められる取組」へ

●財務におけるインパクト増大
エネルギー価格の高騰⇒省エネ・再エネ導入でコスト削減

●投資家や利害関係者による評価
⇒ESG投資の重要度が増している
E（環境への配慮） S（社会への貢献）G（企業統治）
⇒自社の企業価値向上

●資金調達で有利に ⇒投資家や金融機関の評価↑

●社員のモチベーション、人材獲得力向上

２．なぜ企業で脱炭素に取り組むのか
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●企業の社会的責任
脱炭素の取組は自社のみならず、バリューチェーン全体へ
⇒脱炭素化は「できればやったほうがいい」から

「社会的に求められる取組」へ

本日は「自社」で脱炭素に取り組むにはどうすればよいかを中心に
⇒仕入れ先やお客様の脱炭素への取組の要請が増加

■脱炭素に取り組む
■脱炭素に関連したお客様に提供できる商品・サービスを考える

⇒今後の自社の事業の成長につながる

２．なぜ企業で脱炭素に取り組むのか

仕入先 自社 お客様

商品

サービス

購入

バリューチェーン全体での脱炭素化
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３．自社で脱炭素に取り組むには

出典：環境省 中小規模事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック これから脱炭素化へ取り組む事業者の皆様へ ver.1.0
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（1-1）情報の収集
⇒自社に影響する動きを知り、自分事として捉える

（1-2）方針の検討
⇒自社ができることは何かを検討する

３．自社で脱炭素に取り組むには
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（2-1）ＣＯ2排出量の算定
⇒排出量を実際に算定する

３．自社で脱炭素に取り組むには
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（2-2）削減ターゲットの特定
⇒事業所単位、事業活動単位で分析し、どこ・何をターゲット
とするか特定する

３．自社で脱炭素に取り組むには
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（3-1） 削減計画の策定
⇒実現可能な対策のリストアップ、実施計画の作成

３．自社で脱炭素に取り組むには
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（3-2） 削減対策の実行・見直し
⇒補助金などを活用しながら実施、効果の検証・対策・計画
の見直し

３．自社で脱炭素に取り組むには
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情報収集、検討したけれども・・・
何から始めたらいいか、どこに相談にいけばいいか分からない

そんな時は・・・
①カーボンニュートラル相談窓口 中小企業基盤整備機構
②省エネ診断拡充事業
③省エネ最適化診断 一般社団法人省エネルギーセンター

３．自社で脱炭素に取り組むには
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①カーボンニュートラル相談窓口 中小企業基盤整備機構
https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.ht
ml

●経験豊富な専門家によるアドバイス
●無料
●オンライン窓口または対面

相談できる内容
・どのように省エネ・カーボンニュートラルに取り組んだらいいのかわからない
・自社のCO2排出量を測定する方法を知りたい
・環境配慮型の取組みをPRしたい
・取引先から自社製品・工程のCO2排出量の開示を求められて困っている
・再生可能エネルギーを導入したい
・SBTやRE100に加入するメリットや方法を知りたい
・脱炭素化へ向けた設備導入に活用できる補助金を知りたい

３．自社で脱炭素に取り組むには

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html
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②省エネ診断拡充事業
https://shoeneshindan.jp/guide/

●希望にあわせた設備ごとのプラン
●短時間でニーズに応じた診断が可能
●省エネ取組の提案説明

令和4年度補正予算については申込終了
令和4年度補正予算：2023/1/31申込み開始

2024/1/10申込み終了
※令和5年度補正予算申込みについてはHPを要確認

３．自社で脱炭素に取り組むには

https://shoeneshindan.jp/guide/
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③省エネ最適化診断 一般社団法人省エネルギーセンター
https://www.shindan-net.jp/

●専門家による訪問診断
●診断結果・改善提案をまとめた報告書の説明

⇒令和５年度の申込みは終了。
例年、４月上旬頃に公表、３か月程度で申込み終了
令和５年度：４月下旬申込開始、７月２０日頃申込終了

（10月15日～一か月程度の追加申込もあり）

３．自社で脱炭素に取り組むには

https://www.shindan-net.jp/
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３．自社で脱炭素に取り組むには
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省エネ・節電ポータルサイト
https://www.shindan-net.jp/

３．自社で脱炭素に取り組むには
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セルフ診断ツール⇒簡易自己診断が可能

３．自社で脱炭素に取り組むには
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省エネ診断事例による同業種の事例検索

３．自社で脱炭素に取り組むには
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業種別での検索

３．自社で脱炭素に取り組むには
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設備別での検索

３．自社で脱炭素に取り組むには
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施節分類別、製品分別での検索⇒簡易表示

３．自社で脱炭素に取り組むには
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●取組事例の紹介
一般財団法人省エネルギーセンター「省エネ事例集2023年度」より

４．企業における省エネの取り組み
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４．企業における省エネの取り組み
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４．企業における省エネの取り組み
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４．企業における省エネの取り組み



31

●脱炭素に関する補助金 情報
「中小企業等のカーボンニュートラル支援策 2023年4月」

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphl
et/pamphlet2022fy01.pdf

５．参考情報

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
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●脱炭素に関する補助金 情報
「中小企業等のカーボンニュートラル支援策 2023年4月」

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphl
et/pamphlet2022fy01.pdf

５．参考情報

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
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●脱炭素に関する補助金 情報
「中小企業等のカーボンニュートラル支援策 2023年4月」

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphl
et/pamphlet2022fy01.pdf

５．参考情報

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
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●環境省 中小規模事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック こ
れから脱炭素化へ取り組む事業者の皆様へ ver.1.0
https://www.env.go.jp/content/000114653.pdf

●日本商工会議所 CO2チェックシート
https://eco.jcci.or.jp/download

●環境省 令和5年度及び令和4年度補正予算 脱炭素化事業
一覧
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/2023/

●環境省・経済産業省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html

５．参考情報

https://www.env.go.jp/content/000114653.pdf
https://eco.jcci.or.jp/download
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/2023/
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html

